
                  ご意見の内容                  

■【要請】改正民法施行に伴う未成年者の住所変更手続きの見直しについて 

 

このたび、貴自治体における転出届に関するご提案があり、ご連絡させていただ

きました。 

2026 年 4 月の改正民法施行により、離婚後共同親権の選択が可能となりまし

た 。 

子の居所指定も共同の意思決定が必要であり 、一方の親による同意なき住所変

更の受理は、自治体が「未成年者略取誘拐罪」の幇助や人格権侵害の訴訟リスクを

負う懸念があります。これを受け、一部の先行自治体では実務運用が開始されて

いますが、住民福祉の向上と行政リスク回避のため、転出入時に「親権者の双方署

名の同意書」を確認するプロセスの導入を強くお願いいたします。 

 

詳細な提案理由と実務用書式は、下記URLよりご確認いただけます。 

内容をご高覧いただき、早急なご検討とご対応をお願い申し上げます。 

ダウンロードURL 

https://drive.google.com/drive/folders/1UrHKIzsAyKFQb6Gg5I

2zQGL1y-SJSGZV?usp=sharing 

 

                  町からの回 答                   

日頃より町行政にご理解とご協力をいただきありがとうございます。 

このたびは、共同親権下にある子どもの住所変更の届出に関するご意見ありがと

うございました。 

 

さて、令和８年４月１日より離婚後の共同親権の選択が可能となり、子どもの将来

に影響を及ぼす行為は父母双方の合意が必要となりました。こども家庭庁のポー

タルサイトで子どもの引っ越しが合意を必要とする行為の一例として挙げられて

いることは当町でも把握しております。 

他方、転入・転居・転出の届出は引っ越しによって生じる又は生じた居所の変更を

自治体に届け出て住民票に記録するもので、引っ越し行為そのものでないことか

ら、届出自体には合意を要しないとの認識です。 

また、保護者が離婚した相手方の合意書や同意書の提出困難を理由に、既に引っ

越していながら住所変更の届出をしないことも考えられます。この場合、行政が子

どもの居所を把握できず子どもの健康状態や安全を確知できず、不利益をもたら

しかねません。この点から居住関係の公証や正確な記録を図る住民基本台帳制度

の目的に立脚し、合意の有無にかかわらず住所変更の届出は受け付ける必要があ

ると考えております。 

 

https://drive.google.com/drive/folders/1UrHKIzsAyKFQb6Gg5I2zQGL1y-SJSGZV?usp=sharing
https://drive.google.com/drive/folders/1UrHKIzsAyKFQb6Gg5I2zQGL1y-SJSGZV?usp=sharing


以上のことから、当町では住所変更届出の際に保護者に合意書等の提出や提示を

求めないこととしております。 

なお、今後合意書等の確認を求める住民基本台帳事務処理要領改正や総務省の

技術的助言があった際には、指針に沿って適切に対応してまいります。 

 

ご理解いただきますようよろしくお願いいたします。 

 

※こちらの回答は町民課で作成したものです。 


